
　文部科学省では、「国際協力イニシアティブ」の実施を通じて、カ

リキュラム・教材・マニュアルなど大学の知を活用した国際協力に活

用できる成果物を作成するともに、実際に国際協力に従事する組織・

人に活用されるよう、事業成果の広報・発表にも力を入れて取り組み

ました。

　事業で作成した全ての成果物の電子データを筑波大学にある「『国

際協力イニシアティブ』ライブラリ」に蓄積・公開したほか、国内最大

級の国際協力イベント、「グローバル・フェスタ・JAPAN」への出展、

文部科学省の来省者用待合い所「文部科学省情報ひろばラウンジ」

での展示、国際協力イニシアティブの年毎の成果発表会「国際協力

イニシアティブ国内報告会」の開催を通じて、国際協力に関心を持っ

ておられる多くの方々に本事業の目的・概要・活動の様子を伝え事業

への参加を促したほか、成果物がより多く活用されるよう働きかけを

行いました。

❶「グローバル・フェスタ・JAPAN」への出展
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グローバルフェスタJAPAN 2010❶

開催概要
名 　 称 グローバルフェスタJAPAN 2010

テ ー マ MDGs、それは "私たちの約束"

開 催 日 時 平成22年10月2日（土）・3日（日）10：00〜17：00

開 催 場 所 日比谷公園

入 場 料 無料

趣 旨・ 内 容

「10月6日は国際協力の日」を記念して開催される国内最大級の国際協力のイベントで、
平成2年より開催されており、今年で20周年を迎えます。楽しくわかりやすい参加型イベ
ントを通して、国際協力を身近に感じてもらうとともに、開発途上国の現状とODAを含む
国際協力の必要性や国際協力にあたっての政府、国際機関、NGOの活動を広く理解してい
ただきます。今年のテーマは「MDGs、それは"私たちの約束"」。「2015年までに世界の
貧困を半減する」ことを目標とする「ミレニアム開発目標（MDGs）」の達成に向け、グロー
バルフェスタを通して、みんなで一体となって「約束」への第一歩を踏み出します。

主 　 催 グローバルフェスタJAPAN2010実行委員会

共 　 催
外務省
独立行政法人国際協力機構（JICA）
特定非営利活動法人　国際協力NGOセンター（JANIC）

後 　 援

・総務省　・財務省　・文部科学省　・厚生労働省　・農林水産省　・経済産業省
・国土交通省・環境省　・東京都　・（社）日本新聞協会　・NHK　
・（社）日本民間放送連盟　・（社）青年海外協力協会　・（社）日本経済団体連合会
・千代田区

参 加 団 体
援助関連政府機関・公益法人、国際機関、大使館、青年海外協力隊関連団体、
NGO団体関連　約287団体

事 務 局
グローバルフェスタJAPAN 2010実行委員会事務局
 ［（株）JTBコミュニケーションズ内］
TEL 03-5434-8319　FAX 03-5434-8694　E-mail gfesta10@jtbcom.co.jp

結 　 果

来場者数　10万6千人　（10／5　発表）
文部科学省テント来場者数 :  2日（土）　214人
　　　　　　　　　　　　　3日（日）　317人

　　　　　　　　　　　　　　　計　 　531人

会場風景

 青年海外協力隊

帰国現職教員による
体験報告

西川先生
（ベナン）

永田先生
（ネパール）

「国際協力イニシアティブ」ブースの様子
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文部科学省 情報ひろば（ラウンジ）における展示❷ 平成22年度 国内報告会❸

1. 開催概要

日 　 時
平成23年3月2日（水）

◆ 報告会：10：00〜18：00（開場9：30）

場 　 所
文化庁（旧文部省庁舎：〒100-8959 千代田区霞が関三丁目2番2号）

◆ 報告会：6階第二講堂

目 　 的 「国際協力イニシアティブ」事業実施機関による活動報告

主 　 催 文部科学省大臣官房国際課

運 営 事 務 局 社団法人科学技術国際交流センター（JISTEC）

展示期間
平成22年10月19日（火）〜10月29日（金）
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平成22年度 国内報告会❸

2. 国内報告会プログラム
9:30〜 開場　受付開始

10:00〜10:05 開会の挨拶 :文部科学省大臣官房国際課長

午前の部

10:05〜10:30 名古屋大学：伊藤香純
「開発途上国における拠点大学を中心とした農産物加工産業振興モデルの構築とその普及：商品
化と販売を通じた生産者の生計向上と農業大学における実践的な研究・教育体制の構築」

10:30〜10:55 名古屋大学：浅沼修一
「農学知的支援ネットワークの組織力を活かした科学技術協力の推進」

10:55〜11:20 名古屋大学：市橋克哉
「社会科学を学ぶ外国人学生のための体系的な専門基礎教材開発」

11:20〜11:45 北海道大学：本堂武夫
「発展途上国の大学におけるESD推進のためのESDアクションモデルアーカイブづくり」

11:45〜12:10 愛知県立大学：東　弘子
「日系社会青年ボランティア「現職教員特別参加制度」活動支援のための教育協力システムの形成」

12:10〜12:30 質疑応答

12:30〜13:30 昼休憩

午後の部

13:30〜13:55 筑波大学：磯田正美
「国際協力イニシアティブ」教育協力拠点形成事業全体に係る成果品の収集と管理

13:55〜14:20 宮城教育大学：斉藤千映美
「動物園を活用したマダガスカルのESDパイロットマテリアルの構築」

14:20〜14:45 同志社女子大学：大西秀之
「フィジー諸島共和国における自然・文化環境保全のためのESDカリキュラム・教材の開発」

14:45〜15:10 鹿児島大学：小原幸三
「連帯による「持続可能なエネルギー教育」─地域と大学のローカルシンフォニーによるリサイクルからの展開─

15:10〜15:35 神戸大学：小川啓一
「サブサハラアフリカの初等教育普及政策下における教育の質に関する比較分析」

15:35〜15:50 小休憩

15:50〜16:15 日本赤十字九州国際看護大学：喜多悦子
「ベトナムの拠点大学における「災害看護学」教育導入の支援」

16:15〜16:40 名桜大学：小川寿美子
「地域支援型保健人材教育機関の連携活性化による持続発展教育（ESD）実践の拡大と定着」

16:40〜17:05 大妻女子大学：大澤清二
「学校保健分野における国際協力モデルの構築と自立支援」

17:05〜17:45 質疑応答

17:45〜18:00 コメンテーター総評

18:00 閉会
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「国際協力イニシアティブ」では大学等に委託して実施した教材や活動モデルの作成等の事業に加えて、
これらの事業を一括して広報するためのパンフレット等の作成や、文部科学省において国際協力の推進
施策を検討する際に必要な情報を得ることを目的とした各種調査等も実施しました。

■平成22年度

❶ グローバル人材育成のための大学教育プログラム
以下の調査報告の概要をまとめた広報用パンフレット。
「若者の『内向き志向』」など若い世代における海外への関心の低下が指摘される中、大学教育・
研究活動の中で、国際協力の体験と教育プログラムを融合する取り組みを推進し、意欲ある学生が
自然に参加できるような高質な場を設定することにより、国際社会で活躍できる人材の土台作りと意
識作りに取り組むことが望まれる。
そこで、大学教育の中に国連機関や国際援助機関等への海外ボランティアやインターンとしての派
遣を融合するなど、グローバル化に対応する人材や国際協力分野で活躍できる人材の育成を図るため
の効果的かつ実施可能なプログラムについて、既存の大学の取り組みを調査分析し、その意義と課
題を明らかにすることで政策的な提言を行うことを目的とした調査の報告。

❷ 開発途上国での教育経験を活かして活躍する日本の先生たち
以下の調査報告の概要をまとめた広報用パンフレット。
青年海外協力隊「現職教員特別参加制度」に参加した教員は、帰国後、開発途上国での経験

を日本の教育現場や地域社会に還元・貢献する活動を行っている。地域によっては、帰国教員の組
織化が試みられており、教育委員会などによる還元・貢献の推進事例も見られはじめている。他方、
こうした教員の経験の還元・貢献活動を普及させるためには教育委員会などによる一層の組織的支援
が必要とされている。そこで、こうした具体的取組事例を教員・所属校長、教育委員会支援組織か
ら収集し、分析することで現状把握や、課題の整理を行った調査の報告。

■平成21年度

❸ 国際協力イニシアティブ 教育協力拠点形成事業パンフレット
「国際協力イニシアティブ」広報用パンフレット。事業の全体概要と平成21年度に実施した代表的
な12事例の概要を紹介。

❹ 大学の知を活用したESD国際協力実践モデルの形成
─2009─ （日本語版）
事業内容と活動成果の普及を目的とした広報用パンフレット。
「国際協力イニシアティブ」では、DESD（国連「持続可能な発展のための教育の10年」）が中間年
を迎え、ESDの理論面の整備に加えて実践面の一層の強化が求められている状況を受けて、我が国の
大学などが有する知見を活用し、海外の大学などとも連携しつつ、開発途上国においてESDを普及さ
せるための教材や活動モデル等の開発に取り組んだ。本パンフレットではESD関係の取組のみを抽出。

❺ 大学の知を活用したESD国際協力実践モデルの形成
─2009─ （英語版）
事業内容と活動成果の普及を目的とした広報用パンフレット。
大学の知を活用したESD推進の取組は、2008年に開催された「TICADⅣ」（第四回アフリカ開

発会議）のフォローアップ事業の一つと位置付けて、アフリカ（＋アジア）を主対象地域として実施した。
本パンフレットはTICADの対象であるアフリカの外交団等に向けて作成。

 

❻ 青年海外協力隊「現職教員特別参加制度」による
派遣教員の社会貢献と組織的支援・活用の可能性 報告書
青年海外協力隊「現職教員特別参加制度」に参加した教員は、帰国後、開発途上国での

経験を日本の教育現場や地域社会に還元・貢献する活動を行っている。地域によっては、帰国教員
の組織化が試みられており、教育委員会などによる還元・貢献の推進事例も見られはじめている。他
方、こうした教員の経験の還元・貢献活動を普及させるためには教育委員会などによる一層の組織的
支援が必要とされている。そこで、こうした具体的取組事例を教員・書底校長。教育委員会支
援組織から収集し、分析することで現状把握や、課題の整理を行った調査の報告書。

❼ グローバル人材育成のための
大学教育プログラムに関する実証的研究  報告書
「若者の『内向き志向』」など若い世代における海外への関心の低下が指摘される中、大学
教育・研究活動の中で、国際協力の体験と教育プログラムを融合する取り組みを推進し、意欲
ある学生が自然に参加できるような高質な場を設定することにより、国際社会で活躍できる人材の
土台作りと意識作りに取り組むことが望まれる。
そこで、大学教育の中に国連機関や国際援助機関等への海外ボランティアやインターンとして
の派遣を融合するなど、グローバル化に対応する人材や国際協力分野で活躍できる人材の育成
を図るための効果的かつ実施可能なプログラムについて、既存の大学の取り組みを調査分析し、
その意義と課題を明らかにすることで政策的な提言を行うことを目的とした調査の報告書。

■平成20年度

❽ アジアにおける地域連携教育フレームワークと大学間連携事例の検証
「アジア版エラスムス計画」に代表される国際教育交流の政策について検討する際の基礎情
報の収集を目的として実施した調査の報告書。国際機関等が主導するアジアの地域連携フレー
ムワークや国内外の高等教育機関が行っている大学間連携の具体事例の調査等を行った。

❾ 国際協力イニシアティブ教育協力拠点形成事業パンフレット
「国際協力イニシアティブ」広報用パンフレット。事業の全体概要と平成20年度に実施した代
表的な9事例を紹介。

� 大学の知を活用したESD国際協力実践モデルの形成
─2008─ （日本語版）
事業概要や活動成果の普及を目的とした広報用パンフレット。
「国際協力イニシアティブ」では、DESD（国連「持続可能な発展のための教育の10年」）
が中間年を迎え、ESDの理論面の整備に加えて実践面の一層の強化が求められている状況を受
けて、我が国の大学などが有する知見を活用し、海外の大学などとも連携しつつ、開発途上国
においてESDを普及させるための教材や活動モデル等の開発に取り組んだ。本パンフレットでは
ESD関係の取組のみを抽出。

パンフレット・報告書一覧❹
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� 大学の知を活用したESD国際協力実践モデルの形成
─2008─ （英語版）
事業内容と活動成果の普及を目的とした広報用パンフレット。
大学の知を活用したESD推進の取組は、2008年に開催された「TICADⅣ」（第四回アフリ

カ開発会議）のフォローアップ事業の一つと位置付けて、アフリカ（＋アジア）を主対象地域とし
て実施した。本パンフレットはTICADの対象であるアフリカの外交団等に向けて作成。

■平成19年度

� 文部科学省「国際協力イニシアティブ」
平成19年度教育協力拠点形成事業
「国際協力イニシアティブ」広報用パンフレット。事業の全体概要と平成19年度に実施した23
事例の概要を紹介。

� 平成19年度「国際協力イニシアティブ」リーフレット
「国際協力イニシアィブ」で平成19年度に実施した活動を概観した広報用リーフレット。

� 平成19年度文部科学省「国際協力イニシアティブ」
教育協力拠点形成事業
─青年海外協力隊現職教員の支援─　成果物のご案内
平成19年度に作成した成果物の活用を促進するための広報用パンフレット。
「国際協力イニシアティブ」では、「現職教員特別参加制度」により青年海外協力隊に参加し
た教員等の活動支援のため、隊員が国内外での活動の際に活用出来る教材等を作成する活動
に取り組んだ。本パンフレットでは青年海外協力隊関係の取組のみを抽出。

■その他（参考）

� 国際教育協力懇談会報告2006
大学発 知のODA　〜知的国際貢献に向けて〜
国際開発協力において教育関係者が果たす役割などを議題として開催された、文部科学大臣
の私的懇談会「国際教育協力懇談会」の報告書。
開発途上国の有する支援ニーズへの対応や直面する課題の効果的解決に、我が国として大
学の知的な援助リソース（研究成果や高度人材育成機能）を役立てて取り組んでいく、知的な
国際貢献を推進していくことを提案した。
「国際協力イニシアティブ」は本報告の内容を具現化するものとして開始された。

パンフレット・報告書一覧❹

60

　文部科学省では、「国際協力イニシアティブ」で実施する個別事

業の質を高めるために、毎年度末に事業評価を行いました。中間報

告会・国内報告会での発表、提出された事業の成果物、平素の事業

への取り組み方等を基に、外部有識者から成る「国際協力イニシア

ティブ推進委員会」が評価を行い、「評価結果」と「コメント」を併

せて各実施者に通知しました。

　本事業は単年度実施事業であり、年毎に申請・採択を行いますが、

例えば、「S」評価を得た事業については、次年度の採択時に一定

の配慮をすることで、質の高い事業を実施するインセンティブを与え

る、次年度の事業計画作成の際の参考となるように、修正すべき点

を指摘したコメントを付与するなどにより、事業管理を行いました。

　このように、個別事業についてはきめ細やかな事業評価を行ってき

ましたが、事業地に赴いての現地調査は実施できていませんでした。

また、「国際協力イニシアティブ」事業全体についての事業評価の

実施についても懸案事項になっていました。

　今回、本報告書の作成に当たり、これまで委託した全ての事業代

表者に対してアンケートを実施し、その内の幾つかについて現地調査

を行いました。これらをもとに「国際協力イニシアティブ」事業全体

の評価を行いました。

❶アンケート調査結果
..........................................................................................................................P62〜73

❷現地調査報告
..........................................................................................................................P74〜86.
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